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国による総合戦略の改訂
■背景

令和４年１２月に、国において、従来の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が抜本的に改訂され、
「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すデジタル田園都市国家構想の実現に向け、
令和５年度を始期とする５か年の『デジタル田園都市国家構想総合戦略』が策定されました。
市町村においても国の戦略を踏まえた総合戦略の策定に努めることとされたため、町の次期総合戦

略は、国のデジ田構想を踏まえて策定することとなります。
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町の次期総合戦略
■期間（案） 令和７年４月１日～令和１２年３月３１日（５年間）

■名称（案） 会津美里町デジタル田園都市構想総合戦略

■総合計画（町の最上位計画）との違い
総合計画：地方公共団体の総合的な振興・発展等を目的とする。
総合戦略：デジタルの力を活用した地方創生を目的とする。（デジタルを活用した内容に特化）

※国においても、総合戦略は、総合計画と一体とせず、単独での策定を求めています。
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地域ビジョン（町が目指すべき理想像）

目標

基本的方向

具体的な施策
（重要業績評価指標・ＫＰＩ）

事
業

事
業

事
業 ・・・・・

総合計画の目指す町の姿と整合性を図る

４つの類型ごとに数値目標として設定する。
地方に仕事をつくる、人の流れをつくる、
結婚・出産・子育ての希望をかなえる、魅力的な地域をつくる

上記目標達成のためにどのような政策を推進して
いくかを基本的方向として記述する。

達成度合いの検証と住民等対外的な説明を可能と
するためアウトカムに関する指標を設定する。

次期総合戦略のフレーム
フレームは現行の総合戦略と同じです
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■KPI（重要業績評価指標：Key Performance Indicator）とは、目標を達成するための取組の進捗状況を
定量的に測定するための指標です。

■取組をPlan（計画）し、それをDo（実施・実行）に移し、その取組内容をCheck（点検・評価）し、
Action（改善）を進めていくというPDCAサイクルを確立するために、取組の状況や効果を評価できる
KPIを設定します。

■KPI設定の視点
・成果の客観性…アウトカム指標であること、測定可能であること
・取組との直接性…達成目標との明確な因果関係があること
・妥当な水準…×容易に到達できる低すぎる目標設定、×実態とかけ離れた高すぎる目標設定、〇費用対効

果の観点から妥当といえる

KPI（重要業績評価指標）とは

５



■アウトプット
施策の活動量（役場が何をするか）

■アウトカム
施策の直接的な効果（アウトプットを行った結果の成果）
➡KPIはアウトカムベースで設定し、「住民がどのような状態になったか」を踏まえて効果検証を行う

■国が示すKPI設定の例
・スマート農業導入経営体数（アウトプット：スマート農業導入補助金交付件数 など）
・サテライトオフィス利用者数（アウトプット：サテライトオフィスの整備件数 など）

「アウトプット」と「アウトカム」の考え方
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国の財政支援との関連
■地域再生計画≒総合戦略のダイジェスト版。総合戦略と並行して策定します。国の認定が必要です。

■総合戦略と地域再生計画を策定することによって受けられる財政支援
・デジタル田園都市国家構想推進交付金（地方創生推進タイプ、地方創生拠点整備タイプ）
・企業版ふるさと納税
・（特定）地域再生支援利子補給金
・公共施設等の除却に関する事業に係る地方債の特例 など多数

令和７年度以降に上記の財政支援を受けたい事業は、総合戦略や地域再生計画に漏れなく記載する。
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人口ビジョンの見直し
■総合戦略と人口ビジョンの関係

現行の第２期総合戦略は、人口ビジョン（令和27年までの推計）と併せて策定しました。
国から、令和６年半ばまでに、人口動向分析・将来人口推計についての基礎データ、分析項目、分析例
等の情報が提供される予定であり、本町においては、これらの情報をもとに現行の人口ビジョンを改訂
する見込みであることから、次期総合戦略は、現行の人口ビジョンを踏まえて当初策定を行い、人口ビ
ジョンの改訂状況を踏まえて適宜改訂します。
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策定の流れ
■令和５年度

10・11月 職員ワーキンググループの開催、
アイディア抽出

11月 ワーキンググループの結果を町本部
会議に報告

12月 次期総合戦略の素案作成
1月 KPI設定
2月 有識者会議に素案を提出
3月 町本部会議に素案を提出

■令和６年度
5月 議会に説明（概要）
6月 住民懇談会開催
9月 議会に説明（本説明）
9月 パブリックコメント実施
➡ 有識者会議、本部会議で最終修正
12月 議会で説明（最終）
➡ 12月中に総合戦略を策定
1月 国へ地域再生計画の認定申請
➡ 3月中に地域再生計画認定

※上記は概略です。有識者会議は３回程度開催予定です。
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ワーキンググループによるアイディア抽出
■ワーキンググループの内容

行政サービス上の課題の洗い出しとデジタル技術を使った課題解決アイディアの抽出、KPI（案）の設定

■ワーキンググループの参加職員
・すべての課から７０名程度（行政職の半数）が参加
・係員クラスと係長クラスに分け、課題の洗い出しから解決アイディアの抽出、KPI設定までひと続きの

ワークとして実施 広い視野での施策間・業務間連携も検討する
実務者レベルのアイディアを反映（日頃住民から寄せられている意見を含める）

■ワーキンググループのマインドセット
・「デジタルを活用する」、「総合戦略を策定する」 、、、 これらはあくまで【手段】
・【目的】は、「住民に喜んでもらうこと」

住民に喜んでもらうための事業や行政サービスなどを取りまとめたものが次期総合戦略となる。
・「住民」を「町民、町内事業者、関係人口の総称」として用いる。 10



地域ビジョン（町が目指すべき理想像）

目標

基本的方向

具体的な施策
（重要業績評価指標・ＫＰＩ）

事
業

事
業

事
業 ・・・・・

総合計画の目指す町の姿と整合性を図る

４つの類型ごとに数値目標として設定する。
地方に仕事をつくる、人の流れをつくる、
結婚・出産・子育ての希望をかなえる、魅力的な地域をつくる

上記目標達成のためにどのような政策を推進して
いくかを基本的方向として記述する。

達成度合いの検証と住民等対外的な説明を可能と
するためアウトカムに関する指標を設定する。

ワーキンググループでのアイディア出し

ワーキンググループの役割
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ワーク全体像（全４回）

係員
第2回 10/25(水)

係員
第1回 10/4(水)

グループワーク

現在行っている業務と
その課題の洗い出し

※これまでの住民要望
も踏まえて

係長
第1回 10/5(木)

係長
第2回 11/7(火)

係員・第２回までに課内で意見交換、施策アイデアを検討 係長・第2回までに施策KPIを検討

10/2週 10/9週 10/16週 10/23週 10/30週 11/6週

ひと続きのワーキンググループとして運用

グループワーク

係員第1回の内容の
追加、修正

グループワーク

課題の絞り込み
（優先順位、実現性）

デジタルを活用した課
題解決のためのアイ
ディア出し

グループワーク

全体修正

KPI（案）の設定

12



ワーキンググループの実施に際して
■ＤＸ研修の開催

職員が「ＤＸとは何か」、「ＤＸの必要性」、「どんなデジタルツールを使うとどんなことが可能になるの
か」を学んでからワーキンググループを開催し、効果的な運用を図りました。また、外部コンサルタントを活用
し、目的志向やサービスデザインの考え方について改めて学びました。
■ＤＸ担当部署との連携

ワーキンググループの内容をＤＸ担当部署（総務課防災情報係）と
共有し、今後各課でデジタル技術を活用した行政サービスを展開して
いくにあたり、庁内全体のデジタル基盤の整備について、必要性や優
先度の検討に活かすこととしました。
■子ども・子育て会議の活用

総合戦略は、町の大きな方向性を決めることとなるため、子育て世代の意見を反映させるべく、町子ども・子
育て会議に参加し、子育て支援・保育施設や学校におけるデジタル活用に関する意見をいただきました。
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▼アイディア抽出

職員の参加▶

アイディア例▶
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令和６・７年度の委員委嘱について
■会議名の変更

令和６年度から、「会津美里町まち・ひと・しごと創生有識者会議」に名称が変更します。

■委員の任期と委嘱依頼
令和５年度で現在の任期が終了となります。令和６・７年度（２年間）の委嘱について、令和６年３月下旬

に選出依頼をお送りします。お手数ですが選出についてご検討をお願いいたします。

■令和６年度会議開催予定
第１回 ７月 次期総合戦略に関する新たな委員への概要説明、住民懇談会の結果報告
第２回 ８月 現行の総合戦略の令和５年度効果検証
第３回 １１月 次期総合戦略最終案の協議
※予定は今後変更となる場合があります。
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